The Development of the Rule Against Double Jeopardy in the United States (5) by 小島 淳
281
説論
アメリカ合衆国における二重の危険
　　　　　　　の発展過程（5）
小　島 淳
一　はじめに
二　第一期の二重の危険（修正5条成立から1903年まで）
　　1．法学者の見解
　　2．連邦最高裁判決（1824－1902）　　　　　　　　（以上77巻第1号）
　　3．検討
三　第二期の二重の危険（1904年Kepner以降1957年前期まで）
　　1．連邦最高裁判決（1904－1957（前期））
　　　（1〉検察官上訴と二重の危険～（6）各州の刑事手続と二重の危険
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以上77巻第2号）
　　　（7）二重主権論と二重の危険
　　　（8）同一手続における二重処罰の禁止
　　　（9）刑事手続（処分）・非刑事手続（処分）相互の関係における
　　　　　二重の危険
　　2．検討
四　第三期の二重の危険（1957年後期以降）
　　1．連邦最高裁判決
　　　（1）二重の危険の目的
　　　（2）「危険」の意義
　　　（3〉州の刑事手続と二重の危険　　　　　　　　　（以上77巻第4号）
　　　（4）危険発生時期
　　　（5）手続打切り後の再訴追と二重の危険（1）
　　　　一Mistria1による手続打切りの場合一
　　　（6）手続打切り後の再訴追と二重の危険（II）
　　　　　一Dism圭ssalによる手続打切りの場合一
　　　（7）無罪判決後の再訴追と二重の危険
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　　　　　　（8）有罪判決後の再訴追と二重の危険（1）
　　　　　　　一上級審における有罪破棄一
　　　　　　　i．Green　v。United　States
　　　　　　　ii．United　States　v。Tateo　　　　　　　　（以上78巻第1号）
　　　　　　　iii．Burks　v．United　States
　　　　　　　iv．Tibbs　v．Florida
　　　　　　（9〉有罪判決後の再訴追と二重の危険（II）一量刑上訴一
　　　　　　⑯　有罪判決後の再訴追と二重の危険（IID一有罪答弁の効カー
　　　　　　（11）二重処罰の禁止
　　　　　　（拗　Same　Offenseの判断基準
　　　　　　（1のCollateral　Estoppelと二重の危険　　　　　　　　（以上本号）
　　　　　2．検討
　　　五　若干の考察
　　　六　結びにかえて
四　第三期の二重の危険
1．連邦最高裁判決
　（8）有罪判決後の再訴追と二重の危険（1）
　　　一上級審における有罪破棄一一continued一
　　　　　　　　　　　　（450）iii　Burks　v．United　States（1978〉
（i）事案の概要
David　W．Burks（以下X）は、銀行強盗の事実で起訴され、連邦地方
裁判所（テネシー中部地区）で陪審審理を受けた。Xは、陪審が評議に入
る前に、心神喪失を理由に無罪判決の申立をなしたが、右裁判所はこれを
却下した。その後陪審がXに有罪評決を下したのを承け、Xは証拠不十
分を理由に再審理を申し立てた。右裁判所はこの申立をも却下したため、
Xが上訴したところ、連邦控訴裁判所（第6巡回区）はXの精神状態に関
する検察側立証が不十分であるとして有罪を破棄し、差し戻した。そこ
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で、検察側が上告したところ、連邦最高裁判所は以下のような判断に基づ
き原審の判断を破棄し、差し戻した。
（ii）争点
　上級審による有罪判決破棄の唯一の理由が証拠不十分である場合に、被
告人を再度審理に付することが二重危険条項に違反するか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（451）（iii）判決〔Burger長官執筆による法廷意見一全員一致一より〕
　「［本件における］連邦控訴裁判所の判断が『それが正しいかどうかは
ともかくとして、起訴された犯罪の事実に関わる要素の一部ないし全部に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（452）対する解決を示している』ことは疑いようのない事実である。……Xが
一定の犯罪行為につき有責たりうること（capacity）について、検察側が
十分な証拠を提示するのに失敗したとの判断を示すことにより、右裁判所
はXの刑事責任が証明（establish）されなかったことを明示したのであ
る。仮に連邦地方裁判所が第1審の段階でそのように判断したならば一上
訴審はそうすべきであったと判示している一裁判官による無罪判決（judg－
mentofacquitta1）が言い渡されていたはずであり、当然のことながら、X
が後に同一犯罪につき再度審理を受けることはありえなかっただろっ。
　　（このことは、）証拠が不十分であるとの判断を示したのが事実審で
はなく上訴審（審査審名6魏爾刀g　court）であったとしても変わりがないは
ずである。……［本件における］上訴審の判断によって示唆されているの
は、裁判官による無罪判決をXに与えなかったのは地方裁判所の過ちで
あったということである。以上と逆の結論を判示することは、Xと同じ
立場にいる者と地方裁判所の正しい判断による利益を享受する者との間に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（453）純粋に恣意的な格差（distinction）を設けることとなる。
　二重危険条項は、初めの手続において提出（muster）することのできな
かった証拠を補充［して提出］する新たな機会を検察側に付与する目的で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4図）行われる二度目の事実審理（tria1）を禁止している。このことは、連続審
理の禁止という目的の中核をなす。右条項は、『国家が……繰り返し、あ
る個人をその起訴された犯罪について有罪とする』ことを許容しない。と
　284　早法78巻2号（2003）
いうのも、『「二重の危険」からの憲法上の保障は、ある個人が、その起訴
された犯罪について二度以上事実審理ないしそこで宣告される可能性のあ
る有罪の危険に置かれることを防ぐために設けられたもの』だからで
（面5）　　　　　　　　　　　（456）
ある。……（従来の判例は主にβ召IJに拠っていたが、そこで問題となっていた
のは証拠不十分による破棄ではなく審理手続上の暇疵（trialerror）による破
棄であった。）当裁判所は、Bσllが審理手続上の…暇疵を訂正するために再
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（457）審理（new　tria1）を許容したのは疑う余地なく正しかったと考える。……
（二重の危険を考える際には、審理手続上の蝦疵による破棄の場合と証拠不十分
による破棄の場合を厳密に区別する必要がある。そして、前者の破棄後に再審
理が許容される理由のうちで最も説得的なのは、端的に言えば、証拠不十分の
場合とは区別される）審理手続上の暇疵に基づく破棄は、検察側が立証に
失敗したという趣旨の［裁判所の］判断ではないから、というものであ
る。この破棄判断は、それ自体としては、被告人が有罪であるか無罪であ
るかについて何も示唆しない。むしろ、これは被告人が一定の基本的な点
において報疵一例えば、証拠の採否の誤り、説示の誤り、訴追側の不正行
為（misconduct）一のある司法手続（過程process）で有罪とされたとの判
断なのである。こうした事態が生じた場合には、社会が、有罪である者の
処罰を確保するという正当な関心を有するのと同様に、被告人は、その有
罪［・無罪］について、あらためて蝦疵のない、公正な判断をしてもらう
利益があるのである。……このことは、公判における証拠上の不備（fai1－
ure）を理由に有罪が破棄された場合には当てはまらない。また、この場
合には、検察側は、不公正（prejudice）を理由に異議を申し立てることが
できない。というのも、その収集することのできた証拠を全て提出する一
回の公正な機会をすでに与えられているからである。のみならず、上級審
による［証拠不十分を理由とする］有罪破棄は、検察側の主張があまりに
脆弱（1acking）であって、そもそも陪審に提示されるべき程度にいたっ
ていなかったことを意味するものでもある。陪審の無罪評決には一それが
いかに誤っていたとしても一常に絶対的終局性が認められるのであるか
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ら、［上級審による］審査において、法的に陪審は有効な有罪評決を出し
えなかったと判断された場合に、社会が、被告人を再度審理に付すことに
それを上回る利益を有するとは考えにくい。
　（二重の危険における証拠不十分による有罪破棄の重要性は、）当該事件が
陪審によって考慮されるべきものであるかの判断については連邦裁判所の
役割が極めて制限されているという事実によっても強調される。証人の証
言に直接接した事実審でさえも、無罪判決申立ての理由の有無を判断する
際に、証拠の重さを計ったり（証拠の証明力を評価したり）、証人の信用性
を評価したりすることは許されていないのである。……（この点に関する
従来から現在までの一貫した通説は、事実審）裁判官は、証拠及びそこから
得られる検察側に最も有利な推論（inference）によれば、陪審が合理的な
疑いを超えて被告人を有罪とすることができるであろう場合に、当該事件
を陪審に委ねることができるものとする。……勿論、連邦上級審でこの場
合の基準が引き上げられるわけでもない。むしろ、検察側に最も有利な視
点から見て、陪審の判断を支える実質的な証拠があれば、当該裁判所はそ
の評決を維持（sustain）しなければならない。……明らかなのは、（証拠
不＋分による破棄は、）検察側の失敗が明らかな場合に限定されるという
ことである。こうした裁判官による無罪判決の要件が満たされている場合
に、検察側に、いわば『そのりんごをもうひとかじり』する機会を認める
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（458）ならば、二重危険条項の目的が否定されることとなろう。
　（被告人自身が再審理を求めたかどうかは当裁判所の結論に影響を及ぼさな
い。被告人は再審理を求めることで無罪判決を受ける権利を放棄したわけでは
ないし、上訴審が当事者の求める救済以外の、当該事案における正当な救済を
与えることも許容されるからである。）当裁判所は、本日、審査審が法的に
証拠が不十分である旨認定した場合には二重危険条項が二度目の事実審理
を阻止することを判示するのであるから、右審査審の与えうる唯一の救済
は、裁判官による無罪判決を［事実審に］指示することである。被告人が
再審理の申立てをなすことによって、証拠不十分を理由とする無罪判決を
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受ける権利を放棄したと解する従来の先例は、その限度において本判決に
　　　　　　　　　（459）より覆されるものとする。」
　　　　　　　（460）iv　Tibbs　v．Florida　（1982）
（i）事案の概要
　Delbert　L．Tibbs（以下X）は、強姦及び殺人の事実で起訴され、フロリ
ダ州リー（Lee）郡巡回裁判所で陪審審理を受けた結果、有罪とされ、死
刑を宣告された。これに対し、Xが上訴したところ、フロリダ州最高裁
判所はこれを破棄し、再審理を命じた。差戻審は、二重危険条項違反とな
ることを理由に公訴を棄却した。これに対し、検察側が控訴したところ、
同州控訴裁判所（DistrictCourtofAppeal）（第2地区）は差戻しを命じ、X
の上訴を受けた同州最高裁判所も、有罪破棄が証拠不十分ではなく証拠評
価（証拠の重さ）を理由としていることを示してこれを維持した。そこで、
Xが上告したところ、連邦最高裁判所は以下のような判断に基づき右判
断を維持した。
（ii）争点
　上訴審において、「証拠の重さ」と矛盾することを理由に有罪評決が取
り消された場合に、被告人を再度審理に付することは二重危険条項に違反
するか
（iii）判決〔0℃omor裁判官執筆一Burger長官、Powe11、Rehnquist、
　　　　　　　　　　　　　　　　　（妬1）Stevens各裁判官同調一による法廷意見より〕
　「（B召π以来、自ら上訴することによって有罪の破棄を得た者に対する再度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（462）の審理は二重危険条項に違反しないとされてきたが、β％漉S及びG耀％はこの
原則に対する若干の（narrow）例外一証拠不十分を理由とする有罪破棄の場合
の再訴追の禁止一を設定した。この例外は、①無罪判断（judgment　of　acquit－
ta1）に特別の重要性を認める、②『初めの手続において提出（muster）するこ
とのできなかった証拠を補充［して提出］する新たな機会を検察側に付与』す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（463）ることを禁止するという二つの密接に関連するpolicyに根拠を置いている。）
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　　　　　　　　　　　　　　（4劔）　前開廷期において当裁判所が示したように、こうしたpolicyは、相互
に矛盾する証拠について陪審が下した結論に裁判官が同意せず、当該陪審
による有罪評決は証拠の重さ（weight）に反すると結論付けた場合には妥
当しない。……こうした理由による破棄は、証拠不十分による破棄とは異
なり、［当該状況下において］無罪のみが評決として適切であったという
判断を示唆するものではないからである。むしろ、［その場合には］上訴
審は『13人目の陪審員』として審査にあたり、相互に矛盾する証言に関し
て陪審が下した結論に異議を唱えるのである。こうした意見の不一致は、
陪審員相互間で生じる意見の不一致の場合と同様、必ずしも無罪を示唆
（signify）するものではない。陪審の評決不能の場合には、当裁判所も繰
り返し判示してきたとおり一二重危険条項によって再度の審理が阻止され
ることとなる一無罪という結論に至るわけではない。それと同じように、
陪審の証拠の重さに対する評価（weighing）に上訴審が同意しない場合、
［その不同意という判断に］無罪評決に付与されるような特別な敬意（def－
erence）を払わなければならな）・わけではない。……加えて、証拠の重さ
を理由とする破棄は、検察側が有罪を立証する十分な証拠を提出し、かつ
陪審を説得して有罪評決を出させた後にのみ生ずる事態である。こうした
破棄は、単に被告人の側に自己に有利な判断を求めるための二度目の機会
を与えているに過ぎない。被告人にこうした二度目の機会を付与するとい
う上訴審の判断は、『検察側がその優越的な資源を活用して被告人を消耗
させ』、ただ検察側のこだわりの故にのみ有罪判決が下されてしまう『受
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（465）忍できないほどの高いリスク』をもたらすわけではない。……Xは上記
の議論に対し、証拠の重さと十分性の区別は実効性を持ち得ない（unwor－
kable）し、そのような区別は、裁判官が一証拠不十分ではなく一証拠の
重さを理由に有罪を破棄することを奨励し、結果的にはβ鰐廊ルールを
侵食することとなると反論する。当裁判所は、二つの理由から、この反論
が説得性を欠くものであると考える。まず、一般に、事実審裁判官及び上
訴審裁判官はいずれも証拠の重さと十分性を区別している。本判決は、こ
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れまで発揮されてきた一法的に不十分な証拠と合理的に評決を支える証拠
とを区別する一裁判官の能力を侵食するものであると信ずべき理由はな
　　　　　　　　（弱6）い。……（また、力o忽伽で当裁判所が示したように、上訴審が証拠不十分によ
る破棄を証拠の重さによる破棄として宣告することは、適正手続条項によって
制限されることとなる。）適正手続条項は、換言すれば、証拠の十分性に関
する上訴審での定義付けにおける一つの下限（a　lower　limit）を定めてい
るのである。この下限は、上訴審裁判官はその適用可能な州法及び連邦法
を執行する義務を誠実に尊重しているとの当裁判所の信念と相まって、本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（妬7）決定がB蹴如を侵食しないことを当裁判所に納得させるものである。」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（齪）（9）有罪判決後の再訴追と二重の危険一量刑上訴一
宣告刑が不当に軽いことを理由に検察官が上訴することは二重危険条項
に違反するか。新たな立法においてこのような量刑上訴が規定されていた
ことから、当該立法の合憲性が問題となることとなった。ここではこの点
に関する代表的な判決である、防F解郷6s60を取り上げる。
　　　　　　　　　　　　（始9）i　United　States　v．DiFrancesco（1980）
（i）事案の概要
Eugene　DiFrancesco（以下X）は、組織犯罪を規律する連邦RICO法
違反の事実で起訴され、連邦地方裁判所（ニューヨータ西部地区）で審理
を受けた結果、「特別危険犯dangerous　special　offender」と認定され、
有罪とされたうえ、拘禁10年を命ずる二つの刑の宣告を受けた。ただ、右
地方裁判所は右二つの刑が同時に執行されるべきこと、また、この判決の
一月前にXに別の犯罪を理由に宣告された9年の拘禁刑とも同時に執行
されるべきことを判示していた。この量刑を不服として検察側は18U．S．C．
　（470）
§3576に基づき連邦控訴裁判所（第2巡回区）に上訴したところ、右裁判
所は二重の危険を理由にこれを棄却した。そこで、検察側がさらに上告し
たところ、連邦最高裁判所は以下のような判断に基づき原審の判断を破棄
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し、差し戻した。
（ii〉争点
　検察官による量刑上訴を規定した右法規が二重危険条項に違反するか一
　　　　　　　　　（471）二重審理の禁止に触れるか一
（iii）判決〔Blackmun裁判官執筆一Burger長官、Stewart、Powe11、
Rehnquist各裁判官同調一による法廷意見より〕
　「二重危険条項は検察官上訴を完全に遮断するものではない。……（検
察官上訴が連続訴追の脅威を示していない限り二重危険条項の侵害とはならな
い）……したがって、単にその成功がXからより寛大な刑を受ける利益
を剥奪することを意味するからといって、検察側がXに宣告された刑の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（472）審査を求めること自体が二重の危険の原理を侵害することにはならない。
一二重の危険の焦点は、上訴ではなく、そこで救済として何が求められ
ているかに当てられているのであり、当裁判所の責務は、ある刑が、その
宣告により、陪審による無罪評決と同様の憲法上の終局性（finality）ない
し最終性（condusiveness〉を付与されるべきか否かを決定することであ
る。当裁判所の結論は、量刑実務の歴史によっても、当裁判所の関連判例
によっても、ひいては二重の危険のpolicyの考慮によっても、右の方程
式［陪審による無罪評決＝刑の宣告］は成り立ち得ないというものであ
る。……（二重審理の禁止こそが二重の危険の憲法上の支配的な（control－
ling）保障であるとされてきたが、絶対的な保障が認められるのは無罪のみであ
る）……したがって、量刑上訴の場合には、当初宣告された刑が無罪と同
じ取り扱いを受け、かつ上訴が再審理と同じ取り扱いを受ける場合にの
み、二重の危険の侵害を考えられるように思われる。換言すれば、ここで
議論となるのは、二重の危険における終局性［の保障］という目的に鑑み
て、刑の宣告はより重い刑に対するいわゆる『暗黙の無罪』となるかどう
　　（473）
かである。……（刑の宣告と無罪との間には基本的な違いがあり、それを認識
しないことは、無罪の特別の重要匪を無視することにつながりかねない。）一
歴史的に見ると、刑の宣告は無罪に付着する（attach）のと同じ終局性を
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これまで一度も認められたことがない。……（コモンロー、および合衆国の
実務においても、いったん宣告がなされた後に刑を変更することは、それが同
一開廷期に行なわれる限り一かっ少なくともその執行が開始される前である限
　　　　　　（474〉り一許容されてきた。）……量刑間題に関する当裁判所の判例も、刑の宣告
が質的に無罪に伴う憲法上の終局性を有するものではないことをはっきり
　　　　　　　　　　（475）　　（476）　　　　　　　（477）と確立してきた。……（Bo～㌶もP卿ωもこれを示している）……無罪後に再
訴追を阻止する二重の危険の諸々の考慮は、量刑の審査を禁止するもので
はない。……（本件量刑審査は、）再審理にかかわるものではなく、事実
審理に伴う有罪・無罪という基本的な争点に関わる試練（ordea1）に近似
（approximate）するものでもない。……（上訴に関する法律について知悉し
ておくのは被告人の義務である以上、）上訴が終了するまで、あるいは上訴
期間が経過するまでは、被告人はその宣告された刑につき終局性の期待
（expectation　offinality）をもつことはできない。確かに、上訴により、間
違いなく、被告人が有するであろう何らかの不安感はさらに一定の期間持
続することとなるだろう。しかし、それも法律の定めた特定の（finite）
期間内にとどまる。……（この上訴は手続打切り後の上訴に比して試練の度
合いが大きいわけでもない）……被告人の主たる関心と不安感が無罪ないし
有罪の判定に関わるものであることは明らかであり、その問題にはすでに
結論が出ているのである。被告人は、無実であるにもかかわらず苦痛を与
えられたうえ有罪とされるというリスクにさらされるわけではない。さら
に、量刑は、性質上、その大部分が量刑前調査書（presentence　report）等
の裁判所外で判明した情報に基づいて決定されるものである。これは純粋
な司法判断であり、そこで採用される資料の多くは、本質的に非対審的な
　　　　　　　　　　　　　　　　　（478）（nonadversary）調査に基づくものなのである。……二重危険条項は、あ
る特定の時点において自己の処罰の厳密な上限がどの辺りになるかを知る
という権利を被告人に付与するものではない。……（保護観察を取り消し
て拘禁刑を科することなどについても二重の危険の保障は存在しないが、本件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4マ9）とそのような場合との間に決定的な違いは存在しない）……これらは全て無
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罪と刑の宣告の区別を浮き彫りにする（highlight）ものである。（P6αz66
及びβ02㌶は、）刑の宣告に、後の刑の加重を防止するほどの終局性を付
与することは、二重危険条項の要求するところではないということを示し
　（480）
ている。」
　⑳　有罪判決後の再訴追と二重の危険（m）一有罪答弁の効カー
　有罪答弁に基づいて有罪判決が宣告された後の訴追に関しては、①複数
の訴因の一部についての有罪答弁（の受理）により、それと「同一の犯
罪」とされるその他の訴因についての訴追が遮断されるか、②有罪答弁に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（銘1）よって被告人が二重の危険の抗弁を放棄したものと考えられるかどうか、
　　　　　　　　　（482）③答弁合意の場合はどうかなどが問題とされるようになった。ここでは特
に①に関する10伽s碗を紹介する。
　　　　　　　（娼3〉i　Ohio　v．Johnson　（1984）
（i）事案の概要
　Kenneth　M．Johnson（以下X）は、謀殺、非故意殺（involuntary　man－
slaughter）、加重強盗（aggravated　robbery）、重窃盗の事実で起訴され、
オハイオ州レイク（Lake）郡裁判所において非故意殺及び重窃盗につき
有罪答弁をなした。右裁判所は検察側の異議を認めずに当該被包含犯罪に
ついての有罪答弁を受理したうえ、Xの二重の危険を理由とする公訴棄
却申立に応じて謀殺及び加重強盗につき公訴を棄却した。検察側はこの公
訴棄却決定につき上訴したが、同州控訴裁判所（レイク郡）はこれを棄却
し、さらに同州最高裁判所も検察側の上訴を棄却した。そこで、検察側が
さらに上告したところ、連邦最高裁判所は以下のような判断に基づき破棄
差戻しを命じた。
（ii）争点
　本件において非故意殺及び重窃盗についてのXの有罪答弁を裁判所が
受理したことにより、謀殺及び加重強盗についての訴追の継続が一二重危
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険条項により一阻止されるか
（iii）判決〔Rehnquist裁判官執筆一Burger長官、White、Blackmun、
Powel1、0’Connor各裁判官同調一による法廷意見より〕
　「（Xは被包含犯罪にっいての有罪答弁後に大なる犯罪について訴追を継続す
ることが重複訴追となるとして、B名o期を援用する。）……しかし、当裁判所
は、β名o”nで適用された終局性及び検察側の行き過ぎの法理（principle）
が本件にも及ぶとは考えない。本件起訴に含まれる残りの事実について訴
追を継続することによって、二重危険条項によって被告人に保障される利
益が何ら侵害されるわけではない。本件においては、Xはその起訴事実
の一部についての解決を申し出ただけであり、これに対して検察側は、
［その一部を含む］全ての訴因につき、事実審理を経ずに処理（dispose）
することに異議を申し立てたのである。Xは無罪答弁をなした事実につ
き有罪［の可能性］にさらされたわけでもなく、検察側が繰り返し証拠や
資料を整理したり、［新たな］事実審理を通じてその主張を研ぎ澄ます機
会に恵まれたわけでもない。さらに、大なる犯罪の事実についての上訴の
係属中になされた、小なる犯罪についての有罪答弁受理は、何ら一大なる
犯罪及び小なる犯罪について考慮するよう義務付けられた陪審によって下
された小なる犯罪についての有罪評決の結果として生じる一『暗黙の無
罪』の意味合いをもつものではない。……［本件においては、］二重の危
険の防止する検察側（govemment）による行き過ぎが全くなかったことは
明らかである。一方、現段階において訴追を終結させてしまうことは、法
律に違反した者を有罪とする一回の完全かつ公正な機会を付与されるとい
　　　　　　　　　　　　　　（鯉）う検察側の権利を否定することとなる。」
　⑳　二重処罰の禁止
　二重処罰の禁止をめぐっては、再審理における加重方向での量刑の変更
の許否、「同一の犯罪」にっいての逐次執行刑の宣告の許否、別罪事実を
　　　　　　　　　（鰯）量刑上考慮することの許否などにつき激しく争われることとなった。ここ
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では特に前二者に関する彪σπ6、ノi励欝、職伽、翫蛎67を取り上
（486）
げる。
　　　　　　　　　　　（487）i　North　Carolina　v．Pearce　（1969）
（i）事案の概要
　［No．413］Clifton　A．Pearce（以下X）は、強姦の故意に基づく暴行等
の事実で起訴され、ノースキャロライナ州上級裁判所（ダラム（Durham）
郡）において有罪とされ、12年から15年の拘禁刑を宣告された。これに対
し、Xは、その後数年問にわたり上訴、さらに非常救済手続による救済
を求めた結果、同州最高裁判所による有罪破棄を得た。しかし、その後の
右上級裁判所における再審理においてXは再び有罪とされ、8年の拘禁
を言い渡された（控訴も棄却）。これに対しXは、この刑期をそれまでの
拘禁期間と合計すると、当初宣告されたものよりも刑期が長期にわたるこ
とになるとして、二重処罰等を理由に人身保護令状手続による救済を連邦
地方裁判所（ノースキャロライナ東部地区）に求めたところ、これが認容さ
れ、連邦控訴裁判所（第4巡回区）もこれを維持した。
　［No．418］William　S．Rice（以下Y）は、複数の第2級住居侵入等の
事実で起訴され、うち4つの事実につきアラバマ州パイク（Pike）郡巡回
裁判所で有罪答弁をなし、合計10年の拘禁刑を言い渡された。右判決は、
数年後、自己誤審令状手続（coramnobisproceeding）に基づき、弁護権侵
害を理由に同裁判所により破棄されたが、再審理においてYは再び有罪
とされ、合計25年の拘禁一しかも当初の有罪判決に基づくその時点までの
拘禁期間は通算（credit）されなかった一を言い渡された。これに対しY
が人身保護令状手続による救済を連邦地方裁判所（アラバマ中部地区）に
求めたところ、右裁判所は適正手続違反を理由にこれを認容した。そし
て、連邦控訴裁判所（第5巡回区）もこれを維持した。
　前者につきノースキャロライナ州等、後者につきYの拘禁施設の長で
あるCurtis　M．Simpsonからそれぞれ上告を受けた連邦最高裁判所は、
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右二事件を併合したうえ、以下のような判断を示し、いずれも原審の判断
を維持した。
（ii）争点
　被告人側による上訴その他の救済申立の結果、有罪破棄及び再審理が命
じられ、その再審理において有罪が認定された場合に、①当初宣告され執
行を受けた刑にっき通算することなく新たな刑の宣告をすることが二重危
険条項に違反するか、②前の有罪に基づいて宣告された刑よりも重い刑を
宣告することが二重危険条項に違反するか
（iii〉判決〔Stewart裁判官執筆一①につき全員一致、②につきWarren
長官、Black、White、Fortas、Brennan各裁判官同調一による法廷意見
より〕
　「（二重危険条項の保障は三つの独立した憲法上の保障からなるものとされて
きた。当該条項）は、同一の犯罪についての無罪後の再訴追を禁止する。ま
た、同一の犯罪についての有罪後の再訴追を禁止する。そして、同一の犯
罪についての重複処罰を禁止するのである。〔争点①〕同一の犯罪につい
ての再審理後、刑を宣告するにあたり、すでに執行を受けた処罰につき通
算がなされることを憲法が要求しているかどうかという問題を考える際に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（488）必然的に関係してくるのは、この最後の保障である。当裁判所は、同一の
犯罪に基づく重複処罰からの憲法上の保障は、同一の犯罪につき、新たな
有罪判断に基づいて刑を科す際に、すでに執行された（exacted）処罰が
完全に『通算され（credited）』なければならないことを絶対的に要求して
いると判示するものである。再審理により被告人が無罪とされたならば、
彼が刑務所で過ごした年月を彼に返すことはできない。しかし、もし彼が
再び有罪とされたならば、この年月は一宣告される新たな刑がいかなるも
のであれ、そこから右年月を差し引くことで一返還されうるものであり、
　　　　　　　　　　　　　　　　　（銘9）また返還されなければならないものなのである。・…一〔争点②〕（先例に
よれば、二重危険条項は）再度の有罪に基づいて科される刑［期］の長さ
　　　　　　　　　　　　　　（490）に対しては何らの制限も設けていない。（これにっいての最も説得的な理由
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付けは、）究極的には、被告人の要請（behest）に基づき、元の有罪判決
が完全に無効となり、白紙の状態に戻った（slate　wiped　clean）というこ
とを前提とするものである。（勿論すでに執行された刑に関しては、こうした
説明は単なるフィクションでしかない。しかし、有罪判決そのもの並びに残り
の刑期に関しては、この説明が妥当するのである。）有罪判決は［実際に］取
り消されたのであり、元の宣告刑のうち未だ［執行されていないため］失
効していない部分については、もはや絶対に執行されることはないのであ
る。再審理の末、無罪という結果が出ることもありうる。しかし、そこで
有罪という結果が出たならば、二重の危険からの憲法上の保障が、それ自
体、当該犯罪に対し一もしその制限がなければ適法である一単一の処罰を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（491）科すことを制限しているということはできない。」
　　　　　　　　　　　（492）ii　Jeffers　v．United　States（1977）
（i）事案の概要
　Garland　Jeffers（以下X）は、①ヘロイン及びコカインの販売を共謀
し、②さらに他の複数の者と共同してヘロイン及びコカインを所持し、販
売して実質的な収入を得たことにより、継続的犯罪事業（continuing　crim－
inal　enterprise一以下CCE一）を遂行したとの二つの事実（21U．S。C．§846、
同§848犯罪に該当する）で正式起訴された。検察側は両事実を併合して審
理すべきであると主張したが、Xがそれぞれの事実が別個独立であると
して異議を申し立てたため、連邦地方裁判所（インディアナ北部地区〉は
併合審理を見送った。Xはまず①の事実につき有罪とされ、拘禁15年及
び罰金25，000ドルの刑を宣告一これに対する連邦控訴裁判所（第7巡回区）
にした控訴も棄却一された。さらに、②の事実については、Xは、①が
②の被包含犯罪にあたるから、②での訴追は二重危険条項により禁止され
ると主張したが、裁判所はこれを認めず審理を進めたうえ、Xに終身刑
及び罰金100，000ドルの刑を宣告した。これに対し、Xが連邦控訴裁判所
（第7巡回区）に控訴したところ、右裁判所はこれを棄却した。そこで、X
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がさらに上告したところ、連邦最高裁判所は以下のような判断に基づき原
判決を一部維持し、一部破棄したうえ、差戻しを命じた。
（i）争点
　CCEを基礎付ける個々の犯罪行為についての共謀（§846犯罪）につき
訴追がなされた後に、さらにCCE（§848犯罪）について訴追することが
二重危険条項に違反するか一検察側の併合審理申立に対するXの異議の
結果として個別訴追がなされるにいたったことはこの判断に影響を及ぼす
か一
（iii）判決〔Blackmun裁判官執筆による裁判所としての結論（ludgment
of　the　court）および相対多数意見一Burger長官、Powe11、Rehnquist両
　　　　　　（493）
裁判官同調一より〕
　「§846［犯罪］は、§848［犯罪］の被包含犯罪である。なぜなら、
§848［犯罪］は、§846［犯罪］を立証するのに必要な全ての事実の立証を
必要とし、かつ、いくつかのその他の要素の立証をも必要とするからで
（494）
ある。……（B702槻は、原則として、被包含犯罪での有罪後に大なる犯罪で訴
追することは重複訴追となり、二重危険条項により禁止されるとする。ただ、
これに対してはBzo襯自体認める例外がある。また、被告人の上訴により有罪
が破棄された場合や手続打切りの場合には二度目の事実審理は禁止されていな
い。この後者の場合）と同様に、大小関係にある複数の事実については、
被告人は通常は一つの手続でこれを解決してもらう権利があるのである
が、［本件のように］自ら［大小関係にある］二つの犯罪の個別審理を選
択し、その選択につき裁判所を納得させた場合には、二重危険条項違反は
　（495）
ない。……（本件両当事者は、重複処罰の問題を認識していないように見える
が、本件で科された二つの個別の罰金刑はこれに該当するように思われる。）本
件においては、Xは§848に基づいて科されうる最高限度の罰金刑を宣告
されているため、当裁判所としては、§846及び§848違反につき重複処罰
が可能であるかどうかを判断しなければならない。……ここで決定的に重
要（critical）な問題は、議会がそれぞれの法規違反につき個別に処罰する
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　　　　　　　　　　　　（弱6）意図を有していたかどうかである。……（規定の文言などに照らすと、立法
者は個別の処罰を意図していなかったように見える。ただ、本件においてはこ
の結論はさほど重要ではない。）検察側が§848の起訴につきXを審理に付
す権利を有していた以上、裁判所には当該法律によって認められたいかな
る刑をも宣告する権限があった。しかしながら、裁判所には、§848によ
って［科すことの］許容されている最高限度の額を超えた罰金刑を科する
　　　　　　　　（497）権限はなかったのである。」
　　　　　　　　　　　（弱8〉iii　Whalen　v．United　States（1980）
（i）事案の概要
　ThomasW．Whalen（以下X）は、強姦及び強姦遂行（perpetration）に
伴う第1級謀殺の事実で起訴され、ワシントン特別区上位裁判所（Supe－
rior　Court）において有罪とされ、右強姦、第1級謀殺につきそれぞれ拘
禁15年ないし終身刑、同20年ないし終身刑という逐次執行の（cumula－
tive）刑の宣告を受けた。Xはこれに対し強姦は右第1級謀殺に吸収され
るためそれについての刑の宣告は取り消されるべきだとして上訴したとこ
ろ、同特別区最高裁判所（Court　of　Appeals）は、これを棄却した。そこ
でXがさらに上告したところ、連邦最高裁判所は以下のような判断に基
づき原判決を破棄し、差し戻した。
（ii）争点
　本件強姦及び強姦遂行に伴う第1級謀殺に対する逐次執行の刑の宣告が
二重危険条項によって禁止される二重処罰に該当するか
（iii）判決〔Stewart裁判官執筆一Breman、Marsha11、Powel1、
Stevens各裁判官同調一による法廷意見より〕
　「二重危険条項は、最低でも（at　the　very　least）、連邦裁判所が議会に
よる授権を経ずに逐次執行刑を科することを禁止している。修正第5条の
二重の危険からの保障は、その意味では、単に、我が連邦憲法体系におい
ては、立法権一犯罪を定義し、それにつき有罪と認定されたものに対して
　298　早法78巻2号（2003）
科される処罰を設定するという権限を含む一は完全に議会に帰属するとい
う基本原理の一要素を体現（embody）したものである。……連邦裁判所
がその権限を逸脱し、議会の授権のない重複処罰を科した場合には、当該
裁判所は二重の危険からの保障という特定の保障のみならず、権力分立と
いう憲法上の原理にも一個人的自由を特に荒々しく（harshly）侵害する
　　　　　　　　　　（499）形で一違反することとなる。……（本件の両犯罪を規定した法律によれば議
会の意図は明らかではないが、別の法律を見る限り、一般に右特別区において
　　　　　（500〉は、βlo漉伽怨67基準と同一の基準によって『同一』とされない場合にのみ重
複処罰が許されているものと考えられる。そして、右基準を適用すると、本件
の二つの犯罪は『同一』であるから、議会は重複処罰を認めていないと考えら
れる。したがって、本件処罰は二重危険条項によって禁止された重複処罰に該
　（501〉
当する）。」
　　　　　　　　　（502〉iv　Missouri　v．Hunter　（1983）
（i）事案の概要
　Damy　Hmter（以下X）は、強盗に参加した行為に基づき、①第1級
強盗、②持凶器犯罪行為、③悪意（malice）の暴行を働いたとする事実で
起訴され、ミズーリ州ジャクソン（Jackson）郡巡回裁判所で審理を受け
た結果、全ての事実につき有罪とされ、①及び②についてはそれぞれ10年
及び15年の拘禁刑一ただし同時執行一を、さらに③については5年の拘禁
刑一順次執行一を言渡された。これに対してXが同州控訴裁判所（西部地
区）に上訴したところ、右控訴裁判所は右①②の両方について刑を宣告す
るのが二重危険条項に反するとして②の有罪判決を破棄した。これを承け
検察側が同州最高裁判所に上訴したところ、これが棄却された（denied
review）ため、さらに連邦最高裁判所に上告したところ、連邦最高裁判所
は以下のような判断に基づき右控訴審の判断を破棄し、差し戻した。
（ii）争点
　単一の手続における持凶器犯罪行為およびその基礎となる重罪（under一
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1ying　felony）の両方での処罰が二重危険条項に違反する二重処罰となるか
（iii〉判決〔Burger長官執筆一Brennan、White、Blackmun、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（503）Powe11、Rehnquist、0’Comor各裁判官同調一による法廷意見より〕
　「単一の事実審理における重複処罰の宣告に関しては、二重危険条項は
量刑審が立法機関の意図を超えた量刑を科すことを禁止しているにとど
（504）
まる。……（本件においては、二つの犯罪は『同一』であるが、立法機関はそ
れぞれの犯罪に個別の刑を宣告することを意図していたという関係にある。）
　一単にβloo妨κ㎎67基準によって二つの刑罰法規が同一の行為を表現
（proscribe）したものであると解釈されうるからといって、単一の事実審
理においてそれらの法規にそった刑を個別に宣告することが二重危険条項
に違反することになるわけではない。……本件におけるように、立法者が
二つの法律に基づく個別の処罰を特別に授権している場合には、βlooκ一
枷碧67基準によりこれら二つの法律が『同一』の行為を表現しているか
どうかに拘らず、裁判所にはこれらをさらに解釈する責務はもはや存在し
ない。そして、検察官は、単一の事実審理において、それぞれの法律に沿
った個別の処罰を追求することができ、裁判所ないし陪審はそれを科すこ
　　　（駒5）
とができる。」
　⑬　Same　Offenseの判断基準
　時代が進むにつれ、犯罪類型も多種多様なものとなり、どこまでが「同
一の犯罪」とされるべきか、被包含犯罪をどういった場合に認めるべきか
などの点が頻繁に争われるようになった。そして、従来より使用されてき
たBlo6肋％怨67基準の意義の解明、さらには新たな基準の提示などとい
う動きも見られるようになった。ここでは特にB名o観、碗妬6、0礎
　　　　　　　　　　　　（駒6）z雄、Co76吻、D珈ηを取り上げる。
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　　　　　　（507）i　Brown　v．Ohio（1977）
（i）事案の概要
　Nathaniel　Brown（以下X）は、自動車を盗み9日間断続的に乗り回し
ていたところ、最終日の運転行為につき軽罪たる自動車の無断一時使用
（使用窃盗joyriding）で起訴され、オハイオ州ウィックリフ（Wickliffe）
の裁判所において有罪答弁をなし、有罪判決を受けた。Xはその後さら
に無断一時使用の起点となった同自動車の窃盗行為につき重罪たる自動車
窃盗として同州クヤホガ（Cuyahoga）郡一般訴訟裁判所（Court　of　Com－
mon　Pleas）で審理を受け、自らの二重の危険の抗弁が却下されたのを承
けて有罪答弁をなし、有罪判決を受けた。Xは、二重の危険等を理由に
同州控訴裁判所に上訴したが、これが棄却されたため、さらに同州最高裁
判所に上訴したが、これも棄却された（denied　leaveto　appea1）。そこで、
Xが連邦最高裁判所に上告したところ、当該裁判所は以下のような判断
に基づき原判決を破棄し、差し戻した。
（ii）争点
　自動車無断一時使用及び自動車窃盗は二重危険条項の規定する「同一の
犯罪」といえるか
（iii）判決〔Powe11裁判官執筆一Breman、Stewart、White、Mar－
sha11、Stevens各裁判官同調一による法廷意見より〕
　「二重危険条項は、もともと、コモン・ローにおける前の危険の抗弁の
保障を体現するために規定されたものであり、その保障は主に裁判所と検
察官に対する規制として作用する。二重危険条項のもとにおいては、立法
機関は自由に犯罪を定義し、それに対する処罰を定めることができるが、
いったん立法機関による立法が成立したならば、裁判所は同一の犯罪にっ
いて複数の処罰を科すことはできないし、検察官も、通常は、複数の事実
審理を通じて当該処罰を確保しようとしてはならない。……単一の事実審
理における逐次執行の刑の宣告の場合には、憲法上の［二重危険条項の］
保障は、裁判所が同一の犯罪につき重複した処罰を科すことによって立法
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による授権の範囲を超越しないようにするという点に限定される。……連
続訴追が問題となっている場合には、その保障は、『被告人の利益のため
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（鵬〉の終局性という憲法上のpolicy』を実現するものとなる。……このpo1－
icyは、いったん無罪とされた事実を再度訴訟にかける試みや、……いっ
たん有罪及び処罰が言い渡された後に、さらに付加的な処罰を確保するた
めの試みから被告人を守るものである。……（逐次執行刑を科す際に犯罪の
同一性を判断する基準として確定しているのは、それぞれの犯罪を規定した
『各規定が他方の要求する事実の立証を要求しているか否か』という研o盈伽匹
g67基準である賦これは、）二つの犯罪の要素を強調したものである。
　・・この基準のもと、単一の事実審理において逐次執行刑の宣告を阻止す
る意味で二っの犯罪が同一であるという場合には、両犯罪は必然的に連続
訴追を阻止する意味でも同一となる。……裁判官が当該単一事実審理の終
結時にこつの犯罪につき逐次執行刑を科すことを禁止される場合には、検
察官が連続訴追を通じてそれと同一の結果を追求することも禁止されるの
である。『それぞれの法律（statute）が他方の法律とは別の事実の証明を
要求する』……のでない限り、二重危険条項は逐次執行刑のみならず連続
　　　　　　　　　　（509）訴追をも禁止するのである。……（上記基準によれば本件自動車の無断一時
使用及び自動車窃盗は大小関係にあり、「同一犯罪」となる。大なる犯罪による
有罪が先か、小なる犯罪による有罪が先かの順序の問題は先例上も重要でない
（immaterial）とされてきた。）順序がどうであれ、修正第5条は大小関係
にある犯罪（greater　and　lessedncluded　offense）についての連続訴追と逐
　　　　　　　　　　　　（510）次執行刑を禁止しているのである。・・…・（それぞれ異なった時点における事
実を切り取って二つの訴追がなされているので両者での有罪が可能であるとす
る検察側の主張は採用できない。）二重危険条項は、検察官が単一の犯罪を
時間的ないし空間的な単位の連続したものとして分割するという単純な便
法（expedient）によってその制限を回避できるような脆弱な（fragile）保
　　　（511〉
障ではない。」
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　　　　　　　（512）ii　皿inois　v．Vitale（1980）
（i）事案の概要
　John　M。Vitale（以下X）は、自動車で走行中に二人の子供を礫死させ
た行為にっき、事故を回避するための減速義務違反の事実で起訴され、イ
リノイ州クック（Cook）郡巡回裁判所において有罪判決を受けた。その
直後、Xは同一の行為に基づく非故意殺の事実で起訴されたが、同巡回
裁判所一ただし少年部一は州法上の強制的併合に関する規定が適用される
事案であるとしてこれを棄却した。これに対し検察側が上訴したところ、
同州控訴裁判所（第1地区〉はこれを棄却した。そこで、検察側が同州最
高裁判所に上訴したところ、同裁判所は、非故意殺での訴追は被包含犯罪
についての有罪後の大なる犯罪での訴追に該当し、二重危険条項により禁
止されるとしてこれを棄却した。そこで、検察側が連邦最高裁判所に上告
したところ、連邦最高裁判所は以下のような判断に基づき原判決を取り消
し（vacated）、差し戻した。
（ii）争点
　事故を回避するための減速義務違反と非故意殺とは「同一の犯罪」とい
えるか
（iii）判決〔White裁判官執筆一Burger長官、Blackmm、Powe11、Re－
hnquist各裁判官同調一による法廷意見より〕
　「当裁判所は、βlo漉枷㎎67基準が、実際に裁判所に提出される証拠
（evidence）というよりも、むしろそれぞれの犯罪の法律上の要素を証明
するために必要とされる証拠（proof）に焦点を当てたものであることを
確認した。だからこそ『それぞれの法律が他方の要求しない付加的な事実
の立証を必要とする』場合には、研oo妨郷g67基準の下ではそれらの犯罪
　　　　　　　　　　　（513）は同一ではないとしたのである。……［本件における両犯罪の同一性を判
断する際に］重要なのは、自動車による故殺につき、減速義務違反の証明
が常に必要とされるわけではないときは、両犯罪はBlo盈伽讐傑基準に
いう『同一』犯罪ではないということである。検察側が、故殺についての
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一つの要素を立証しようとする際に、［すでに訴追された］交通事犯に必
然的に含まれる全ての要素に依拠しようとする可能性があるというだけで
　　　　　　　　　　　　　　　（514）は、後訴を遮断するのに十分とはいえない。……イリノイ州法上、不注意
による減速義務違反が常に自動車による故殺の必要的要素であるならば、
両犯罪はBlo6h伽怨67基準のもとでは『同一』となる……一方、検察側
が故殺の訴追を維持するために、減速義務違反を証明したり、そうした義
務違反を必然的に伴う行為に依拠したりする必要があると考える一場合に
よってはそれを事実審理の前に自ら承認する一ということもありえよう。
そうした場合には、Xは当該起訴にかかる大なる犯罪の必要的要素であ
る行為につきすでに有罪とされている以上、Bzoωη及び磁擁sによれ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（515）ば、Xの二重の危険の主張は強固な（substantia1）ものとなる。一…・イリ
ノイ州（検察側）が本件上訴にかかる（pending）故殺の訴追において、故
殺の立証に必要とされる不注意な行為として事故を回避するための減速義
務違反に依拠し、かつこれを証明するならば、Xは合衆国憲法修正第5
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（516）条及び第14条に基づく二重の危険の強固な主張を有することとなる。」
　　　　　　　　　　　（517）iii　Garrett　v．United　States（1985）
（i〉事案の概要
　Jonathan　Garrett（以下X）は、マリファナの輸入等の事実で起訴さ
れ、連邦地方裁判所（ワシントン西部地区）においてそれらの一部につい
て有罪答弁をし、有罪判決（拘禁5年及び罰金15，000ドル）の宣告を受け
た。Xは後にマリファナの輸入及び販売目的所持の各共謀、薬物関連事
業のための電話（回線）の使用及びCCE遂行の事実で起訴され、連邦地
方裁判所（フロリダ北部地区）で審理を受けた。審理の結果、Xはそれぞ
れの事実につき有罪判決（CCE遂行については、拘禁40年一上記5年の拘禁
刑とは順次執行の関係に立つ一及び罰金100，000ドル）の宣告を受けた。X
は、右訴追が二重危険条項違反となるとして控訴したが、連邦控訴裁判所
（第11巡回区）はこれを棄却した。そこでXがさらに上告したところ、連
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邦最高裁判所は以下のような判断に基づき原審の判断を維持した。
（ii）争点
　マリファナ輸入罪とマリファナ輸入・販売目的所持の各共謀罪、薬物関
連事業のための電話（回線）の使用及びCCE遂行の各犯罪が「同一の犯
　　　　　　　　　　　　　　　　（518〉罪」といえるか一BlO罐伽㎎67基準の意義一
（iii）判決〔Rehnquist裁判官執筆一Burger長官、White、Blackmun、
0℃omor各裁判官同調一による法廷意見より〕
　「同一の行為が二つの法律上の規定（statutoryprovision）に違反する場
合において、二重の危険［に該当するか否か］の分析に際し、初めにすべ
きこと（the　first　step）は、立法機関一本件においては議会一がそれぞれ
の違反行為を別々の犯罪とする意図を有していたかを判定することであ
る。議会が一つの犯罪しか意図していなかった一被告人は、どちらの規定
によっても当該単一行為につき有罪とされうる一方、その両者で有罪とさ
れることはない一とすれば、一方の規定によって有罪とされた後に行なわ
れる他方の法規による訴追は、法律上の授権を欠いていることとなり、二
重の危険［に該当するか否か］の分析もそこで終了することとなる。……
（この立法者意図の問題はBloo勧％堰67において提起されたものである。そして
そこで提示された基準は、以後）立法者の意図を判定し易くするための一つ
の法律解釈上のルールとして適用されてきた。……（さらに、当裁判所は、
伽吻7において、）立法者の意図が法律の文言上ないしその制定の経緯
（1egislative　history）に照らして明らかである場合には、．βJoo勧％㎎67基準
は支配的ではないと判示した。……実際、立法者の意図についての、本質
的に事実にかかわる審査を、終局的な（conclusive）法律上の推定とみな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（519）さない以上は、そのように判示せざるを得ないだろう。……（次に問題と
なるのは、CCE犯罪とその基礎となる犯罪の同一性如何である。）ここでは、
議会の制定した法律のみならず、検察側の訴追の基礎となった起訴事実
　　　　　　　　　　　　　　（520）（charge）を審査しなければならない。……（命o醐の事案と本件事案を較
べると、かなりの違いがある。このことは、）二重の危険に関する『被包含
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犯罪』の法理を、B名o観で提示されたような古典的で単純な事案から、
時問・場所のいずれにおいても重層的な行為が問題となっている本件のよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（521）うな事案にまで転用することに対し、警告を発している。一・当裁判所
は、これまで二重危険条項に関する『同一行為（transaction）』説を採用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（521）することを断固として（steadfastly）拒否してきた。……（また、当裁判所
は、ワシントン州で起訴された犯罪をフロリダ州で起訴されたCCEの被包含犯
罪とすることには疑念を抱かざるをえない。ただ、かりにそうだったとしても
　　　　　　　　　　　　　　　（523）本件訴追が禁止されるわけではない。ρ惚の場合と同様、）Xに対するフロ
リダ州における起訴の対象となっているCCEは、Xがワシントンで起訴
された時点においては未だ完結していなかったのである。……（そうだと
すれば、P舷の法理により、フロリダで訴追されたCCEは、ワシントンで訴
　　　　　　　　　　　　　　　　（524）追された犯罪とは異なる犯罪ということになる。）」
　　　　　　　（525）iv　　Grady　v．Corbin　（1990）
（i）事案の概要
　Thomas　J．Corbin（以下X）は、高速道路で対向車線に侵入したうえ、
対向車2台と衝突し、うち1台の運転者を死亡させたとする①未必の故意
ないし認識ある過失による故殺（reckless　manslaughter）、②過失致死
（negligent　homicide）及び③未必の故意ないし認識ある過失による暴行の
事実で起訴された。検察側は、右不注意ないし過失を基礎付けるものとし
て④酩酊運転（drivingwhileintoxicated一以下DWI一）、⑤右側通行違反、
⑥事故当時の路面状況及び天候に鑑みて過大な速度で運行していたことを
立証する旨を述べた犯罪事実明細書（bill　of　particulars）を裁判所に提出
していたが、これらのうち①②についてはXはすでに交通反則切符にし
たがってラグランジ（LaGrange）タウン治安判事裁判所に出頭し、有罪
答弁に基づき有罪判決（罰金並びに免許停止処分）の宣告を受けていた。X
は右訴追が二重危険条項に違反するとしてニューヨーク州ダッチェス
（Dutchess）郡裁判所に公訴棄却を申し立てたが、これが棄却されたため、
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さらにニューヨーク州高位裁判所（Supreme　Court）に上訴したところ、
右裁判所（上訴部）もこれを棄却した。これに対し、Xのさらなる上訴を
受けた同州最高裁判所（Court　ofAppeals）はこれを認容し、原決定を破
棄した。そこで、同郡の地方検察官William　V．Gradyがさらに上告した
ところ、連邦最高裁判所は以下のような判断に基づきこれを棄却した。
（ii）争点
　本件における①～③の犯罪と④・⑤の犯罪は「同一の犯罪」といえるか
一連続訴追の場面における「同一の犯罪」の判断基準如何一
（iii）判決〔Breman裁判官執筆一White、Marsha11、Blackmun、
　　　　　　　　　　　　　　　　　（526）Stevens各裁判官同調一による法廷意見より〕
　「後訴が二重危険条項により阻止されるかどうかを判定するためには、
裁判所はまず伝統的なBlo漉伽怨酬基準を適用しなければならない。そ
の基準により複数の犯罪が全く同一の法律上の構成要素からなるものであ
る、あるいは一方が他方の被包含犯罪であるということが判明したなら
ば、そこで審査は終了しなければならないし、当該後訴は阻止されなけれ
　　　（5刀）
ばならない。（しかし、そうでない場合については、βlo6劾〃㎎67基準の適用に
より審査が終了するわけではない。……連続訴追の場合には、Gz％％で示され
た各種の考慮のほかにも、検察側）に証拠提出のリハーサルをする機会を与
え、それにより一つないし複数の事実について誤った有罪判断がなされる
危険を増大させることになる点が考慮されなければならない。・・…・BlO6た一
枷響67基準によれば検察側がある個人を複数の事実で起訴することがで
きる場合であっても、それぞれ別々の手続において各事実に対峙しなけれ
ばならないとすると、その被告人には極めて重い付加的な負担が課される
　　　（528）
ことになる。（こうした考慮から、当裁判所は連続訴追の事案においてβlooた一
伽聯7を唯一の基準とすることを拒んできた。これらの事案における判断
は、）研o罐伽㎎67基準の要求としての二つの犯罪の法律上の構成要素の
形式的な比較では、重複審理による負担から被告人を保護するには不十分
であるという認識に基づいている。……（Blo6勧％響67基準のみに依拠する
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ならば、本事案では4つの連続した訴追が可能となる。）検察側は、それらの
事実審理の進行に沿って、どの証人が最も説得的な証言をしたか、どの書
証が最大のインパクトを与えたか、どの冒頭陳述ないし最終弁論が最も陪
審を納得させたかなどを検討することにより、その都度証拠の出し方を改
善して行くことができることとなる。［他方、l　Xはこれらの事実審理全
てにおいて争うか、あるいは苦痛や出費を避けるために有罪答弁をなすか
を強いられることとなる。・・…・かくして、単に研oo勧π碧67基準を生き
長らえた（survive）というだけでは、後訴が許されることにはならない。
　・・検察側が、当該起訴にかかる犯罪の必要不可欠な構成要素を立証する
ために、すでにその被告人が訴追を受けた犯罪の一部を構成する行為
（conduct）を立証することになる場合には、二重危険条項は当該後訴を阻
止するのである。これは『提出証拠（actual　evidence）』基準でもなく、
『同一証拠（sameevidence）』基準でもない。決定的に重要な審査は、検察
側が立証することとなる行為に関するのであって、検察側がその行為を立
証するために用いることとなる証拠についての審査ではない。（当裁判所
　　　（529〉
がPoω伽gで示したように、）ある事実審理において特定の証拠が提出され
たとしても、その後の［別の］手続において検察側が当該証拠を再び提出
することが永久に禁止されることにはならない。……他方、検察側は、連
続訴追において、同一の行為を立証するために単に別々の証拠を提供する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（530）だけで二重危険条項の禁止を回避することはできないのである。」
　　　　　　　　　　（531）v　　United　States　v．Dixon　（1993）
（i）事案の概要
　Alvin　J．Dixon（以下X）は、ワシントン特別区において第2級謀殺の
事実で起訴され、後に保釈されたが、その保釈条件の一つである「保釈中
に犯罪行為を行わない」という条件に違反し、薬物所持の疑いで逮捕・起
訴され、同特別区上位裁判所（Superior　Court）により当該薬物所持の事
実に基づく刑事法廷侮辱で有罪とされた。その後、Xが右薬物所持に関
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し公訴棄却を申し立てたところ、これが認容された。
　Michael　Foster（以下Y）は、その配偶者に対する暴行等を禁止する民
事保護命令に違反したとの刑事法廷侮辱の事実につき、同特別区上位裁判
所で審理を受けた結果、そこで主張された5回の暴行の機会のうち2回に
つきその事実が認定され、刑事法廷侮辱として有罪とされた。その後、Y
はこれらの暴行行為の一部を含む5つの暴行ないし脅迫の訴因一①単純暴
行②脅迫（3訴因）③殺害の故意を伴う暴行一で起訴されたため、二重の
危険を理由に公訴棄却を申し立てたが、同裁判所はこれを却下した。
　上記の公訴棄却決定及び公訴棄却申立を却下する決定につき、それぞれ
検察側およびYが上訴したのを承け、同特別区最高裁判所は両者を職権
により併合したうえ、Ooz伽にしたがい、両事案につき公訴の棄却を命
じた。これに対し、検察側が上告したところ、連邦最高裁判所は以下のよ
うな判断に基づき原判決の一部につきこれを維持し、一部につき破棄・差
戻しを命じた。
（ii）争点
　法廷侮辱罪を基礎付ける犯罪と法廷侮辱罪とが「同一の犯罪」といえる
か一BlO盈伽磐酬基準のほかに007伽基準が必要か一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（532）（533）（iii）判決〔Scalia裁判官執筆による相対多数意見より〕
　「（法廷侮辱罪の訴追という特殊領域においても、それが略式訴追によるもの
でない（nonsummary）限り、二重危険条項は適用される。……重複訴追の事
案においても、重複処罰の事案においても、『同一証拠』基準を満たさなかった
二つの犯罪の両方についての訴追ないし処罰は二重危険条項により阻止されて
きた。）……当裁判所は、最近、Co76彪において、後訴が二重の危険によ
って阻止されないためには、Blo6効％響砂基準に加え、『同一行為（con一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（534〉duct）』基準を満たさなければならないと判示した。……（まず、本件にお
ける後訴が捌ooん蝕碧ε7基準を満たすかどうかを判断しなければならない。X
の薬物犯罪については、磁擁sの場合と同様に考えるべきであり、）法廷侮辱
罪を基礎付ける実体犯罪［としての薬物犯罪］は、『一種の被包含犯罪』
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　（535）
となる。（検察側は同一性を否定すべき理由の一つとして各犯罪の保護法益が
異なることを掲げるが、）この区別は、文言上、当該犯罪によって侵害さ
れる法益ではなく犯罪［自体］が同一であるかどうかに着目している二重
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（536）危険条項に関する限り重要ではない（of　no　moment）。……（したがって、
Xの薬物所持についての訴追は禁止される。そして、このようなアプローチは
Yの第1訴因一単純暴行一についても妥当するため、これについても後訴は禁
止される。一方、Yの残りの4訴因における犯罪は、βloo勧％堰67基準を満たさ
ないため、これらの訴追が、）Co痂ηにおいて当裁判所が示した新たな一付
加的な一二重の危険の基準によって阻止されるかどうかを考察しなければ
　　（537）
ならない。……（当該基準によれば、これらの訴追はいずれも禁止される。）
しかしながら、当裁判所は、Co7わ吻を覆さなければならないとの結論に
いたった。そこで判示された、何が二つの犯罪を『同一の犯罪』……とす
ることを妨げるのかについての定義が歴史に深く根ざしており、当裁判所
の数多くの先例によって採用されているというBlo6h伽堰砂アプローチ
とは異なり、Co7扉nは憲法上のルーツをもたない。Co76初の宣言した
『同一行為（conduct）』基準は、従来の先例やコモンローにおける二重の
　　　　　　　　　　　　　　　　（538）危険の理解と全く相容れないものである。……Co76初は、理論（princi－
ple）として誤っていただけではない。この基準は適用においても不安定
　　　　　　　　　　　　　　　（協9）なものであることが明らかになっている。……（これは死伽により証明さ
れている。）……『同一行為（conduct）』基準によれば二度目の事実審理が
禁止されるが、Co7わ初前の二重危険条項の理解によればそれが許容され
るという事案に本日再び直面し、当裁判所は、Oo76初から3年たち、今
や有無を言わせぬほど明白となっている事実を認めるべき時がきたと考え
る。右判決は間違いであったと。当裁判所は先例を安易に（lightly）再考
しているわけではない。ただ、Ooz6初は、『途切れることなく続いていた
判例』と矛盾し、『正確性を欠いた』歴史分析を含み、『混乱』を生ぜしめ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（脚）たものであるため、当裁判所は、ここにおいてこれを再考するのである。」
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　⑬　Collateral　Estoppelと二重の危険
　　　　　（駈1）　の喫励6伽67以来二重の危険とは直接関わりのないresjudicataの一つ
　　　　　　　　　　　　　　（図2）　　　　　　　　（騒3）の帰結とされていたcollateral　estopPe1は、時代が進むにつれ徐々に二重
危険条項と接近し、ついには二重の危険の重要な構成要素として解釈上修
正第5条に組み込まれることとなる。ここでは、この点を初めて認めた
　　　　　（雅）、4sh6を紹介する。
　　　　　　　（545〉i　Ashe　v．Swenson（1970）
（i）事案の概要
　Bob　F．Ashe（以下X）は、ポーカー賭博中の男性らが複数人による拳
銃強盗にあったという事件につき、被害者の1名に対する持凶器強盗の事
実で起訴され、ミズーリ州ジャクソン（Jackson）郡巡回裁判所で審理を
受けた結果、無罪とされた。しかし、Xは後に別の被害者との関係で同
一の持凶器強盗の事実で起訴され、同裁判所により有罪とされた。Xは
これに対して上訴したが、これが同州最高裁判所により棄却され、その後
の救済申立も認められなかったため、人身保護令状手続により連邦裁判所
に救済を求めた。しかし、連邦地方裁判所（ミズーリ西部地区）及び連邦
控訴裁判所（第8巡回区）がいずれもこれを斥けたため、さらに連邦最高
裁判所に上告したところ、同裁判所は以下のような判断に基づき原審の判
断を破棄し、差し戻した。
（ii〉争点
　強盗の一員ではなかったことを理由に無罪とされたと考えられる者につ
いて、検察側が再度同一の強盗行為を理由に訴追することは二重危険条項
に違反するか
（iii）判決〔Stewart裁判官執筆一Black、Douglas、Harlan、Bren一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（鵬）nan、White、Marsha11各裁判官同調一による法廷意見より〕
　「『CollateralestoPPel』とレ・うのは、座りのよくない（awkward）言
葉ではあるが、我々の当事者主義司法体系における極めて重要な原理を表
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現したものである。これは、究極的な事実に関する争点が、いったん有効
かつ終局的な［公的］判断によって決定されたならば、当該争点は同一当
事者間における将来の訴訟におレ・て、二度と蒸し返される（1itigated）こ
とはないということを意味するものである。Collateral　estoppe1は、そも
そもは民事訴訟の中で生成されたものであったが、少なくとも、50年以上
前に下された（2砂碗h6吻67以来、連邦刑事法における確立されたルール
　　　　　（胆7〉ともなっている。……（連邦裁判所における判例は、）このルールを実際的
かっ合理的に適用されるべきものとしている。前の無罪判決が一通常はそ
うであると思われるが一理由を付さない評決に基づいている場合には、こ
のアプローチは、裁判所が『前の手続の記録を、各種の答弁、証拠、起訴
状及びその他関連する［一切の］事物を考慮に入れて審査し、合理的な陪
審が、被告人によって排除請求がなされている争点とは別の争点に依拠し
て当該評決を下すことがありえたかどうかを決定する』ことを要求する。
そして、その審査は、『実際的な枠組みのもと、［前の］手続の全ての状況
　　　　　　　　　　　　　（5囎）に目を配るものでなければならない』。……（本件で陪審が直面したと目さ
れる唯一の争点は、Xが本件強盗の一人だったかどうかであり、当該陪審は無
罪評決を出すことによってこれを否定した。したがって、連邦法のルールが適
用されるのであれば、Xの再訴追は許容されない。［州手続に二重危険条項の適
　　　　　　　（549）用を認めた］．励吻碗に鑑みると、ここでの究極的な問題は、）この確立された
連邦法のルールが、修正第5条に定められた二重の危険からの保障におい
て体現されているかどうかである。当裁判所はそれを肯定するのに躊躇を
覚えるものではない。というのも、当該憲法的保障が、それ以外に何を含
むかはともかくとして……いったん無罪とされた者を、再び強制的に『試
練を受け（runthegantlet）』させられることから守っているのは確かだか
　　（謝）
らである。……（ここで判示しているのは二重訴追の問題でもなく、二重処罰
の問題でもない。）ここでの間題は、単に、陪審がいったん評決によりX
が強盗の一人ではなかったと決定した場合に、検察側は憲法に違反するこ
となく新たな陪審の面前にXを引きずり出し（hale）、同一の争点を蒸し
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　　　　　　　　　　　　　　　　（521〉返すことができるか、というものである。……（この争点に関する限り、被
害者が誰であったかという点は意味を持たない。そうである以上、Xを再度陪
審の面前に立たせることはできないというここでの結論に影響はない。　一本
件においては、検察側は無罪に終わった事実審理を後の事実審理の予行演習
（dry　run）としか考えなかったことを自ら認めているが、これこそまさに二重
　　　　　　　　　　　　　（552）危険条項が禁止しているものである。）」
　　　　　　　　　　　　　（以上第5回）
（450）　437U．S．1（1978）（hereinafterβ％娩s）．
（451）　ただしBlackmun裁判官は関与しなかった。羅．at18．
（452〉∫4．at10（σ％o枷g　United　States　v．Martin　Linen　Supply　Co．，430U．S．564，
571（1977）（hereinafter賜απ♂％．窃彫η））。これは砿醜初L枷πの示した無罪
（acquitta1）の定義の一部である。
（453）配．at10－11．
（454）　この箇所に付された注は、控訴審から「裁判官による無罪判決」の指示を受け
た地方裁判所が、さらに「エクイティー上の諸権利（equities〉の衡量」の結果、
再審理の禁止という判断にいたる可能性を認めた上で、「しかしながら、二重危険
条項が適用される場合には、その効果（sweep）は絶対的である。右条項は、司法
審査の対象とされない各種の根拠に基づく憲法上のpolicyを宣言したものである
から、そこには［そもそも］衡量されるべき『エクイティー上の諸権利』が存在し
ないのである。」としている。擢．at　ll　n．6．
（455）　14．at11（g％oオ初g　Green　v．United　States，355U．S．184，187（1957）
　（hereinafter　G郭εε箆））．
（456）
（457）
（458）
（459）
（嶋0）
（娼1）
United　States　v．Ball，163U．S．662（1896）（hereinafter動ll）．
β％娩s，437U．S．，at11－14．
ノ14．at14－17。
14．at17－18．
457U．S．31（1982）（hereinafter　T2ゐ6s〉．
なお、White裁判官執筆一Brennan、Marsha11、Blackmm各裁判官同調一
の反対意見は、検察側は有罪を維持するのに適切な（adequate）証拠を提出でき
ておらず、審理を繰り返すことにより証拠の不十分を克服するという検察側の利益
と二度目の事実審理を回避するという被告人の利益とが対立する点でBπ廊と本
件とは共通するという。また、法廷意見のいう証拠不十分による破棄と証拠の重さ
による破棄との区別にっいては、（a〉いずれの場合も法律的に当該事実認定者の判断
が成立し得ないという上訴審の判断が示されている、（b）二重危険条項の保障は「無
罪のみが評決として適切であったか否か」に重点をおくものではない、（c）被告人は
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すでに有罪が証拠の重さに反することを証明しているのであり、再審理の際に新た
な立証をなすのは検察官である一立証の二度目の機会が付与されるのは検察官であ
る一とする。そして、本件の場合においても．8％魏3、Greene　v．Massey，437U．S．
19（1978）で基礎とされた二つのpolicyは妥当するのであり、こうしたpolicyの
点からすれば、有罪破棄に関して存在する区別は、むしろ「証拠上の理由による破
棄であるか手続上の理由による破棄であるか」の区別たるべきであるとしている。
駕．at49－51。（White，J。，dissenting）．
（462）
（463）
（464）
（465）
Greene　v．Massey，437U．S．19（1978）（hereinafter　G名66％6）．
π勧s，457U。S．，at40－42．
S66Hu（ison　v．Louisiana，450U．S．40　（1981）．
丁必わs，457U．S．，at42－44（卿o云劾g　United　State　v．DiFrancesco，449U．S．
117，130（1980））．
（466〉　Jackson　v．Virginia，443U．S．307（1979）．
（467）　7ゼδわs，457U．S。，at44－45．
（468）厳密に言えば、ここには有罪判決後の再訴追が問題となる場面と重複処罰が問
題となる場面とが含まれる。すなわち、検察官による量刑上訴自体の許否の問題と
量刑上訴に基づいて量刑を引き上げることの許否の問題である。
　　なお、上訴の前段階の問題として、そもそも量刑審自体が二度目の訴追にあたる
　のではないかが問題とされた事案として、Schiro　v．Farley，510U．S・222（1994）
がある。また、一定の州における特殊な一死刑を科すことの許否につき事実審理に
準ずる法則を適用して特別に判定する一量刑手続の繰り返しに関するBu11ington
v．Missouri，451U．S．430（1981）；Arizona　v．Rumsey，467U．S．203（1984）もあ
　る。さらに、死刑宣告の可能性のない量刑手続の繰り返しの場合に関しては、
Monge　v．Califomia，524U．S．721（1998）l　Caspari　v。Bohlen，510U。S．
　383（1994）などがある。
（469）　449U．S．117（1980）（hereinafter　Z）歪F矧η66s60）．
（470）次のように規定する（本判決に直接関連する箇所のみ）。「本章第3575条［特別
　危険犯規定］に基づく手続後の刑の宣告、訂正、ないし減軽については、被告人又
　は合衆国は、控訴裁判所に対し、量刑審に記録された宣告刑の審査を申し立てるこ
　とができる。一・…合衆国による量刑審査申立は、これを量刑審査の申立及び被告人
　による有罪判決への上訴とみなすものとする。量刑審査は、採用された手続の適法
　性、認定における明白な過誤の有無、量刑審による裁量権の濫用の有無の審査を含
　むものとする。量刑審査を行う控訴裁判所は、記録一全ての量刑前調査書、上記
　［特別危険犯に該当すると思料される］重罪に関する事実審及び量刑審理において
　提示された情報、量刑審の認定及び理由付けを含む一を検討した後、宣告された刑
　を維持し、量刑審が科すことのできた［範囲内で新たな］刑を宣告し、又はその宣
告を指示し、あるいはさらなる量刑手続及び刑の宣告のためにこれを差し戻すこと
　ができる。ただし、刑を［当初宣告された刑よりも］加重することができるのは、
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合衆国による量刑審査申立による場合で、かつ［量刑審査審におけるユ審理を経て
いる場合に限られるものとする。」18U．S．C．§3576．
（471）本件では、いったん宣告された刑が破棄された場合にそれより重い刑を改めて
宣告することが二重処罰の禁止に触れるのではないかという点につき、以下のよう
な判断が示された。
　「（United　States　v．Benz，282U．S．304（1931）の傍論で示された一刑の執行が開
始された後は刑の加重方向での変更は許されないとする一ルールは、傍論で示され
たものにすぎず、本件に適用されるものではない。）……確かに、刑を宣告された
者は［通常］その執行の開始によりその刑期が確定したものと考えるから、それ以
後事実審裁判官は刑を加重してはならないとする議論はありうる。しかし、本件の
特別危険犯規定のように、議会が特別に量刑を上訴の対象とする立法をなしている
場合には、この議論は妥当しない。……当裁判所の判例において発展してきた重複
処罰禁止の保障は、本件とは明らかに関係がない。（敷勿吻Lange，85U．S．（18
Wall．〉163（1874）（hereinafter加錫gε）で示されたように、）被告人は立法機関
が認めた（authorized）刑よりも重い刑を受けることはない［というだけのことで
ある］。（……五伽即において、）立法機関が当該犯罪について罰金刑及び拘禁刑を
科しうるものとしていたならば一これは実際には重複した（multiple）処罰である
にもかかわらず一二重の危険の問題は提示されていなかったであろう。」D伍廻ル
　06soo，449U．S．，at138－139．
（472）羅．at132．
（473）擢．at132－133．
（474）　　Z4．at133－134．
（475）　Bozza　v．United　States，330U．S．160（1947）（hereinafterβoz詔）．
（476）　North　Carolina　v。Pearce，395U．S，711（1969）（hereinafter　P64κ6）。
（477）　D乞F窺郷εsoo，449U．S．，at134－136．
（478）躍．at136－137．
（479）躍．at137．
（娼0）14．at137．
（娼1）たとえば、起訴状の文面上の判断などから放棄を否定したMenna肌　New
York，423U．S．61（1975）（hereinafter賜6朋σ）、起訴状の文面上の判断等を理由
に放棄を肯定したUnited　States　v．Broce，488U．S．563（1989）（hereinafter
B名066）などがある。なお、伽％％の法廷意見は、注の中で以下のように述べて
いる。「弁護人の援助を前提とした（counseled）有罪答弁は、実体的に有罪であ
ること（factual　guilt）の承認であって、任意的かっ理性的（intelligent）になさ
れれば、極めて有効に実体的な有罪［無罪］の争点を解決してしまうほどに信用性
の高いものである。ほとんどの事案において、実体的に有罪であることは、州が処
罰を科すための十分な基礎となる。したがって、有罪答弁は、実体的に有罪である
ことの有効な立証と論理的に矛盾せず、その存在が確認されたならば有罪判決を妨
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げない性質の憲法違反を、単純に［訴訟上］関連性なきものとする。しかしなが
　ら、本件における主張は、実体的に有罪であることがいかに有効に立証されたとし
ても、州は被告人を有罪とすることはできないというものである。したがって、有
罪答弁は当該主張を阻止しない。……［ただし、1当裁判所は、二重の危険の主張
が放棄の対象とはなりえないと判示するも のではない。ここで当裁判所が判示する
のは、単純に、ある事実についての有罪答弁は、当該事実を州が訴追することは一
文面上の判断によれば一憲法上許されないという主張の放棄を意味しないというこ
　とである。」〃16％％4，423U．S．，at62n．2．
（482）　たとえば、違約行為に基づく再訴追を予め想定していた答弁合意（plea　agree－
ment）が二重危険条項による保障の放棄の効果をもつかという点に関するRick－
etts　v．Adamson，483U．S．1（1987）がある。なお、直接的には修正第14条違反の
異議を申し立てる権利の放棄に関するBlackledge　v．Perry，417U．S．21（1974）
　もこの点に触れている。
（483）　467U．S．493（1984）（hereinafter／bhηson）．
（484）　厄．at501－502．S60Brown　v。Ohio，432U．S．161（1977）
（485）この点に関するものとして、別罪の裁判ですでに量刑上考慮された事実につき
訴追することの許否に関するWilliams　v．Oklahoma，358U．S，576（1959）、前に
有罪判決を受けた事実についての量刑上の考慮の許否に関するWitte　v．United
States，515U．S．389（1995）（hereinafter曜！！6）、前に無罪判決を受けた事実に
ついての量刑上の考慮の許否に関するUnited　States　v．Watts，519U．S．
　148（1997）などがある。
（486）ほかに、再度の量刑を陪審が行なった場合に関するChaffin　v．Stynchcombe，
412U．S。17（1973）、マリファナの輸入の共謀及び同販売の共謀に対する逐次執行
刑の宣告に関するAlbemaz　v．United　States，450U．S．333（1981）、陪審の量刑に
関する一終身刑が望ましいとの一勧告意見（recommendation）に反して事実審裁
判官が死刑判決を言い渡した事案に関するSpazianov．Florida，468U．S。
447（1984）、上級審で後に二重危険条項違反と判断されるようになった逐次執行刑
の宣告につき、量刑を修正一片方の刑を破棄し、執行済みの刑期につき通算したう
　え残りの刑期を他方の刑に上乗せする一することで二重危険条項違反が治癒される
　かという点に関する∫ones肌Thomas，491U．S．376（1989）などがある。
（484）395U．S．711（1969）（hereinafter・P6απ6）．なお、本判決はNorth　Carolina
v．Pearce［No．413］及びSimpson　v．Rice［No．418］の二つの事案につき併せて
判断を示している。
（488）Z4．at717．??????14．at718－719．
∠4．at719．
羅．at　721．
432U．S．137（1977）（hereinafter／i吻欝）
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（493）　なお、Stevens裁判官執筆一Breman、Stewart、MarshalI各裁判官同調一に
　よる一部補足、一部反対意見は、①被包含犯罪での有罪後に大なる犯罪で事実審理
　を行うこと自体が二重危険条項によって禁止されている、②重複処罰の禁止にも違
反している、③検察官自身が、大小関係にある犯罪についての二重審理の禁止とい
　うルールを不知のまま一ないしそれを無視して一被包含犯罪につき先に訴追すると
　いう選択をしたのであり、たとえ併合審理に被告人が異議を申し立て、それが認め
　られたという事情があったとしても、当該検察官のミスを被告人の二重の危険によ
　る保障を受ける権利の剥奪という形で埋め合わせることはできない旨述べている。
擢．at158－160．（Stevens，Breman，Stewart，Marsha11，JJ．，concurring　in　part，
dissenting　in　part）．
??????」 ? ?114．at150．
Z4。at150－152．
オ4．at154－155．
14．at157．
445U．S．684（1980）（hereinafter陥α16駕）
14．at689．
Blockburger　v．United　States，284U．S。299（1932）（hereinafter　Bloo効％勿
967）．
（501）　四hα16アz，445U．S．，at690－695．
（502）　459U．S．359（1983）（hereinafter飾窺67）．
（503）なお、Marsha11裁判官執筆一Stevens裁判官同調一の反対意見は、①二重危
険条項における「同一の犯罪」という文言は独立した内容を有するものであり、
Blo盈伽碧召7基準を満たさない二つの犯罪は、立法者の意図にかかわりなく常に二
重危険条項のもとでは「同一の犯罪」とされるべきである、②二重危険条項が立法
権を含む三権全てに対する制限として働く以上、そこに包摂される捌oc肋観gε7基
準も、二重処罰に関する場合には単なる法律解釈のルールと解することはできない
などとして、二重訴追の場合においても、二重処罰の場合においても、「同一の犯
罪」は同じことを意味するのでなければならないとしている。配．at369－374．
　（Marshall，Stevens，JJ．，dissenting）
（504）擢．at366．
（505）　　Z認．at368－369．
（506）Same　offenseに関する判決としては、ほかに、Bloo勧％響87基準が二重危険
条項に違反するかという点に関するGore　v．United　States，357U．S。386（1958）、
拐取と当該被拐取者の謀殺に関するWilliamsv．Oklahoma，358U．S．576（1959）、
単一の行為（single　transaction）についての連邦領域における同時訴追政策に関
する一ただし憲法判断にはいたらなかった一Petite　v．United　States，361U．S・
529（1960）、重罪一当該事件では持凶器強盗一に基づく謀殺（felony　murder）と
銃器使用強盗（robbery　with　firearms）に関するHarris　v．Oklahoma，433U．S．
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682（1977）（hereinafter伽7死乞s）、虚偽申告罪及び不申告罪に関するJulian　v．
United　States，463U．S．1308（1983）、強盗とその際に遂行された一死刑を科しう
　る（capita1）一謀殺の事案で上記翫擁sを確認したP＆yne　v．Virginia，468U．S．
1062（1984）、前訴と後訴の起訴状が、「時・場所の双方において異なっており、当
該犯罪を結びつける共通の行為も全く存在しない」などとして同一性を否定した
Felix　v．United　States，503U．S．378（1992）（hereinafter　E61㍍）、ノi励欝と同種
　の事案一ただし、併合審理の申立もそれに対する被告人の異議申立もなかった一に
　関するRutledge　v．United　States，517U．S．292（1996）などがある。
　　なお、施7傭の裁判所意見は、「本件のように、大なる犯罪一謀殺一についての
有罪が、小なる犯罪一銃器使用強盗一にっいての有罪なくしてはありえないという
場合には、二重危険条項は、大なる犯罪についての有罪後の小なる犯罪での訴追を
　阻止する」としている。磁7πs，433U．S。，at682．
（507）　432U．S．161（1977）（hereinafter　Bzo卿％）．
（508）　配．at165（卿o渉初g　United　States航Jom，400U．S．470，479（1971））・
（509）　厄．at165－166（g％o枷g　Morey　v．Commonwealth，108　Mass．433，
434（1871））．なお、この箇所に付された注においては、「Bloo妨π怨67基準は、連
続した訴追が、同一の犯罪にかかわるため許容されないものであるかどうかを判定
する唯一の基準ではない。二つの犯罪が重複処罰を許容するのに足りる程度に異な
って（different）いても、二度目の訴追が、初めの訴追ですでに解決された事実
に関する争点の蒸し返し（relitigation）を必要とするような事情のもとにおいて
は、連続した訴追は禁止されることとなる。」ともされている。擢．at166－167n．6．
（510）∫4．at167－169．なお、この箇所の末尾に付された注において、本判決自体の認
める例外が示されている。すなわち、「大なる犯罪を立証するために必要な付加的
事実が起訴当時において発生していない、あるいは相当の注意（due　diligence）
にもかかわらずその事実が［捜査機関に］確知されていない場合」は、右ルールの
　例外となりうるとされている。五4．at　l69n．7．
（511）厄．at169．
（512）
（513）
（514）
（515）
（516）
（517）
（518）
　れており、
制定経緯の検討に基づき、立法者は個別の処罰を意図していたものと考えられると
　して、こ重危険条項違反はないとしている。擢．at793－795．
（519）配．at778－779．
447U．S．410（1980）（hereinafter巧云α16）．
ノヒ！。at416．
Z4．at419．
i認。at419－420．
Z4．at421．
471U．S．773（1985）（hereinafterαz老％泥）．
なお、二重処罰となるかどうかの点については、別々の犯罪として立法がなさ
　　　これにより個別の処罰を意図していたと解釈することもできることや、
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（520）
（521）
（522）
（523）
（524）
（525）
（526）
オ4．at786．
ノ14．at789．
1ヒノ．at790．
Diaz　v．United　States，223U．S．442（1912）（hereinafter　Z）乞α名）．
Gα甥θ渉≠，471U。S。，at790－792。
495U．S．508（1990）（hereinafter　Coゆ劾）．
なお、①sameoffenseはsameconductと同義ではない、②Blooh枷馨67こ
そが唯一の基準となるべきで、その例外は一定の法律上の犯罪に他の犯罪が組み込
まれており、かつ当該法律がその組み込まれた犯罪の要素について特定していない
場合一重罪による謀殺（felony　murder）などがこれに該当する一や、collateraI
estoppe1の適用される場合に限定される、③Dowling　v．United　States，493U．S．
342（1990）と矛盾するなどとするScalia裁判官執筆一Rehnquist長官、Kennedy
裁判官同調一の反対意見と、これにほぼ従いつつ上記③につき敷桁した0℃omor
裁判官による反対意見がある。
（527〉
（528）
（529）
（530）
（531）
（532）
Co狛勿，495U．S．，at516．
1認．at518－519．
Dowling　v．United　States，493U．S．342（1990）（hereinafter　Po側1初8・）．
Co勉初，495U．S．，at519－522
509U．S．688（1993）（hereinafter　P血o錫）．
ここで示された判断のうち、①「同一の犯罪」であるかどうかを判定するのに
適した基準はBloo勧％堰67基準だけである、②Yの脅迫及び殺害の故意を伴う暴
行の事実での訴追は右基準によっては禁止されないとする二点については、Rehn－
quist長官、0’Connor、Kennedy、Thomas各裁判官が同意しており、さらに、
③Xの薬物所持の事実及びYの単純暴行の事実での各訴追は二重危険条項により
禁止されるという点については、Kennedy、White、Stevens、Souter各裁判官が
　同意していた。
（533）　なお、Souter裁判官執筆一Stevens裁判官同調一による一部反対意見は、連
続訴追の場合と重複処罰の場合とでは考慮されるべき利益が異なるのであり、その
区別を考慮したCo吻ηを維持すべきであるとしている。これによれば、①処罰の
行き過ぎは主に修正第8条及び修正第14条の規制を受け、二重危険条項による重複
処罰の禁止が立法者の意図を超えた重複処罰の禁止にとどまるものとしても大きな
問題はないが、②連続訴追の禁止は、終局性という憲法上のpolicyに資するもの
であり、被告人の各種の手続上の負担を繰り返させてはならない、検察側に前の訴
追を後の訴追の予行演習として行う機会を付与して無実の者を有罪とする可能性を
増大させてはならないという関心に基づいているため、③Bloo勧％磐67基準を満た
す一したがって「同一の犯罪」ではない一場合であれ、検察側が当該犯罪につき併
合して訴追を行うべき場合があるとされてきたし、今後もそれに従うべきである、
④立法機関が犯罪の定義の仕方を工夫することで、これを潜脱することを認めるべ
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　きではない、ということになる。
（534）Z4．at697．
（535）　五4．at698（卿o渉初gγ吻16，447U．S．，at420）．
（536）五づ．at699．
（537）∫4．at703．
（538）躍．at704．
（539）Z4．at709．
（540）　配．at711（g％o枷g　Solorio　v．United　States，483U　S．435，439，442，
450（1987））．
（541）　United　States　v．Oppenheimer，237U．S．85（1916）（hereinafter（功φ6％一
　h（gJ盟zε7）．
（542）Hoagv．NewJersey，356U．S．464（1958）（hereinafter召∂㎎）のHarlan裁
判官執筆一Frankfurter、Burton、Whittaker、Clark各裁判官同調一の法廷意見
　によれば、co11ateral　estoppe1とは以下のようなものである。「Collateral
estoppelルールとは、一般的に説明されているところによれば、『判決に不可欠
　（essential）な事実問題が実際に争われ（1itigated）、かつ有効で終局的な判決をも
　って決定されたならば、同一当事者間での別の訴訟原因に基づく後の訴訟において
　も、その決定は最終的（conclusive）なものとなる』というものである。……Col－
Iateral　estoppelは、より広範なres　judicataの法理の一局面（aspect）をなすも
　のであり、出費、苦痛、無駄、さらには二重訴訟によって発生しうる矛盾した結論
　を排斥することを狙いとする。……この原則は、本来、民事訴訟との関連で展開さ
れてきたものであるにもかかわらず、刑事事件においても、連邦及び州裁判所によ
　り、これまで広く用いられてきている。」∬oαg，356U、S．，at470－47L
（535）　なお、1958年のHo㎎の時点では、「非常に広範に用いられてきてはいるが・
collateral　estoppelを憲法上の要請とみなすことができるか否かに関しては、当裁
判所は重大な疑問を抱くものである」とされていた。躍。at47L
（5必）Collateralestoppelに関する判決としては、ほかに、店主に対する持凶器強盗
　による有罪が破棄され無罪とされた後に、同じ店に居た客に対する持凶器強盗で訴
追がなされた事案に関するSimpson　v．Florida，403U．S．384（1971）、爆弾を郵送
　して爆発させることによりその場にいた複数の者を謀殺した行為にっき、一人の被
害者に対する関係で無罪とされた後、さらに別の被害者に対する関係で訴追がなさ
れた事案に関するHarrisv．Washington，404U、S．55（1971）、強盗及び当該強盗
遂行に基づく謀殺で無罪とされた後に強盗の事実のみで訴追がなされた事案に関す
　るTumer　v．Arkansas，407U．S。366（1972）、正犯の無罪を後に共犯（幣助）が
援用することができるかという点に関するStandefer　v．United　States，447U。S．
10（1980）（hereinafter　S伽4⑳）、いったん無罪とされた行為にっいての証言を
別罪の裁判において検察側が提示することができるかという点に関するDowling
v．United　States，493U．S．342（1990）、複数の訴因による起訴がなされ、そのう
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ちの一つだけに陪審が評決を下した場合に、他の訴因についてもcollateraI
estoppelを主張する前提となる無罪判断がなされたといえるかという点に関する
Schiro　v．Farley，510U．S．222（1994）などがある。
　なお、上記S伽4舜7においては、当該共犯に対する訴追は二重危険条項に含ま
れるcollateral　estoppe1により遮断されないとされたカ＼その理由の一っ（の一
部）としてBurger長官執筆による法廷意見（全員一致）が原審たる連邦控訴裁判
所（第3巡回区）の判決の表現を引用して以下のように述べている点が注目され
　る。「『刑事裁判所の役割（purpose）は、私的権利を調整する公共の場（forum）
を提供することではない。むしろその役割は、個々の被告人の権利を保障しつつ、
刑罰法規の実現という公益を守ることである。刑事裁判の結果（criminal
results）の正確性と正当性という公益は、民事事件で信奉されているような司法
経済への関心よりも重大である。そこで、当裁判所は、少なくとも一般的には、暇
疵ある無罪判決の効果を当該（particular）犯罪行為の全ての関与者に及ぼすこと
になるルールを排斥しなければならない。事件負担の過剰（crowded　dockets）を
　口実として一定の刑事被告人を審理に付さないで済ませることは、当裁判所の理解
からすれば、裁判所にとっても、公衆にとっても得策ではない。』……端的に言え
ば、刑事事件たる本件は、estoppe1論のよって立つ［司法］経済上の関心を上回
　る『競合するpolicy上の考慮』に関わるものなのである。」S伽4の7，447U．S．，
at25（卿oあ％g　United　States　V．Standefer，610F．2d1076，1093（3「d　Cir．1979）），
（545）　397U．S．436（1970）（hereinafter且sh6）．
（546）　なお、Brennan裁判官執筆一Douglas、Marshall各裁判官同調一の補足意見
は、二重危険条項の「同一の犯罪」という文言の解釈の歴史を詳しく検討したう
え、「私の理解によれば、二重危険条項は、極めて限定された［例外的］場合を除
けば、検察側が、被告人の犯罪に関わる単一の行為、出来事（occurrence）、事件
　（episode）、行為（transaction）から生じた全ての事実を併合して、一つの事実審
理において審理することを要求しているのであ」り、この「『同一の犯罪』につい
ての『同一行為（transaction）』基準は、嫌がらせ的な（vexatious）重複訴追の
禁止という二重危険条項に体現された伝統的な禁止を実現するのみならず」、最近
広く支持されている「単一の行為（transaction）や事件に基づく全ての争点を一
つの訴訟において解決することが最も正義、経済、便宜を促進するという理解」に
　も対応するものであるとしている。∫4．at453－454（Brennan，Douglas，Marsha11，
JJ．，concurring）・
（547）擢．at443．
（548）
（549）
（550〉
（551）
（552）
厄．at444（卿oオ吻g　Sealfon肱United　States，332U．S．575，579（1948））．
Benton　v，Maryland，395U．S．784（1969）．
且s勉，397U。S．，at445－446。
Z認．at446．
ノヒ！．at447．
